
１ プラン策定状況

① 平成17年４月 鎌倉市職員子育てサポートプラン策定

② 平成27年４月 第二次鎌倉市職員子育てサポートプラン策定

③ 平成28年４月 鎌倉市特定事業主行動計画策定

（第二次鎌倉市職員子育てサポートプラン改訂版）

④ 令和２年４月 鎌倉市仕事・子育て両立支援プラン

～ いきいきと働き続けていける職場の実現に向けて～

２ 職員への周知
① 「鎌倉市特定事業主行動計画」を庁内LAN及び市HPに掲載
② 「仕事×子育てパスポート」を庁内LAN及び市HPに掲載
③ 男性職員の育児休業・休暇促進に向けたリーフレットを庁内LAN及び市HPに掲載

３ 数値目標

(1)　育児休業取得率育児休業を取得する男性職員の割合 目標：令和６年度までに30％以上

(2)　年次休暇の職員１人当たり取得日数割合 目標：令和６年度までに取得率75％（15日/年）

(3)　管理職の女性割合の向上 目標：令和６年度までに20％

(4)　消防職における女性割合の向上 目標：令和６年度までに４％

４ 取組

(1) 

(2)

(3)

(4) 

(5) 

(6)

また、消防学校で実施した「女性活躍推進件数」への派遣を行いました。（Ｈ30）
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鎌倉市特定事業主行動計画　令和３年度実施状況報告

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

平成28年度 52.5% 10.5日/年

取得率 平均取得日数

平成29年度 54.0% 10.8日/年

平成30年度 56.5% 11.3日/年

令和３年度 60.5% 12.1日/年

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

6.8% 8.5% 10.1% 14.8% 14.4% 14.2%

年次休暇の年５日以上の取得義務化（年10日以上付与者）を掲げ、取得促進についての周知を行いました。

令和２年３月をもって計画期間が満了することから、法に基づき令和２年４月から令和７年３月までの５年間を計画期間とする計画に改訂
しました。

平成28年11月4日に、鎌倉市役所の市長、副市長、部長が「イクボス宣言」をし、管理職を対象にした意識改革や職場マネジメントに関す
る研修を継続して実施しています。

男性職員の育児休業・休暇取得促進に向け、職員向けの制度案内リーフレットを作成し、庁内に配布しています。

市役所におけるワークライフバランスの取組内容や、育児休暇を取得した男性職員の声をホームページに掲載しました。

女性職員の妊娠・出産・育児・復職の不安を少しでも払拭するため、「仕事×子育て両立パスポート」を作成し、庁内に配付しています。

女性のキャリアアップ研修への派遣（Ｈ28）やキャリアの考え方や必要となるスキルを身に着けることを目的とした「女性活躍推進研修」を
実施しました。（Ｈ29・30）

消防職において、職員の意見を基に、当直するための設備修繕、トイレ、仮眠室の改善を行いました。（Ｒ2)

また、消防職において、育児中の職員と今後出産予定の職員が意見交換できる場所を設けました。（Ｒ1）

同時期に出産した職員同士の交流会を実施しています。復職時には、育児休業経験のある先輩職員との交流を通じて、仕事や育児の
不安を話し、体験談を聞くことのできる場を設けます。

また、管理職労務管理研修の一環として女性特有の健康問題についての研修を実施したほか、昇任者を対象にした労務管理研修を実
施しました。（R3）

3.4% 3.5% 3.8% 3.8% 3.7%

令和２年度 68.0% 13.6日/年

法改正に伴い、国の制度に準じるため、常勤職員及び会計年度任用職員に対する不妊治療休暇の新設、会計年度任用職員に対する
配偶者出産休暇及び出産補助休暇の新設を行うとともに、会計年度任用職員の産前産後休暇の有給化を行うため、規則改正し、職員
向けのＱ＆Ａを作成、周知を図りました。（R3）

令和元年度 62.5% 12.5日/年

消防職員に占める女性職員の割合向上に向けて、市内の県立高校に赴き職員採用に関しての案内を行うとともに受験申込書の配布を
行いました。（Ｈ29・30・Ｒ1）また、女子学生を対象としたワンデーインターンシップを実施し、消防の業務内容の説明を行いました。（Ｈ30）

労働基準法の改正を踏まえ、令和元年10月から超過勤務等の上限設定を実施しています。

3.7%

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

本市の計画は、次世代育成支援対策推進法に基づく行動計画と、女性活躍推進法に基づく行動計画と一体のものとして策定してい

ます。（平成28年４月）


